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 （趣旨）  

第１条 この規則は、知多北部広域連合介護保険条例（平成１２年知多北

部広域連合条例第３号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項

を定めるものとする。  

 （居宅介護サービス費等の額等の特例）  

第２条 条例第４条第１項に規定する申請書は、介護保険利用者負担額減

額・免除申請書（様式第１号）とする。 

２ 前項の申請書の提出は、特例による給付を必要とする理由の生じた日

から６月以内に行わなければならない。 

３ 広域連合長は、第１項の申請書の提出があった場合において、次の表の



左欄に規定する各号のいずれかに該当すると認めるときは、同表の右欄に

規定する期間について、同表の中欄に規定する割合に相当する額により居

宅介護サービス費等を支給するものとする。ただし、特例による給付を必

要とする理由の２以上に該当する場合にあっては、特例による給付割合の

最も大きいものを適用する。  

特例による給付を必要とする理由  

特例によ

る給付割

合  

特例による給付割

合を認める期間  

１ 要介護被保険者又

は要支援被保険者（以

下この表において「要

介護者等」という。）

及び主たる生計維持者

（要介護者等の属する

世帯の生計を主として

維持する者をいう。以

下この表において同じ

。）が、震災、風水害

、火災その他これらに

類する災害により、住

宅、家財又はその他の

財産について、次に掲

げる損害を受けたこと

。 

 全壊又は

全焼その他

これらに類

する損害を

受けたとき。 

 

 半壊又は

半焼その他

これらに類

する損害を

受けたとき。 

１００分の

１００ 

 

 

 

 

１００分の

９５ 

 

左欄に該当するこ

ととなった日の属

する月の翌月から

１年以内の期間（

居宅介護サービス

費等の額等の特例

の適用を受けた者

が生活保護法（昭

和２５年法律第１

４４号）による保

護又は中国残留邦

人等の円滑な帰国

の促進並びに永住

帰国した中国残留

邦人等及び特定配

偶者の自立の支援

に関する法律（平

成６年法律第３０

号。以下「中国残

留邦人等支援法」

という。）による



介護支援給付を受

けている期間（保

護又は介護支援給

付を開始した日の

属する月を含み、

停止又は廃止した

日の属する月を除

く。）を除く。以

下この表において

同じ。）。ただし、

申請の日の属する

月の翌月以後の期

間に限る。 

２ 主たる生計維持者が死亡した場合

であって、特例による給付割合を適用

しなければ要介護者等が生活保護法

による被保護者又は中国残留邦人等

支援法による介護支援給付受給者と

なること。 

１００分の

９５ 

 

左欄に該当する

こととなった日の

属する月の翌月か

ら６月以内の期



３ 主たる生計維持者の当該年におけ

る合計所得金額の見込額が、次のいず

れかの理由により前年の合計所得金

額の２分の１以下に減少する場合で

あって、特例による給付割合を適用し

なければ要介護者等が生活保護法に

よる被保護者又は中国残留邦人等支

援法による介護支援給付受給者とな

ること。 

⑴ 心身に重大な障害を受け、又は６

月 

以上の入院を必要とすること。 

⑵ 事業又は業務の休廃止、事業にお

け 

る著しい損失、失業等があったこ

と。 

⑶ 干ばつ、冷害、凍霜害等による農

作物 

の不作、不漁その他これに類するこ

とがあったこと。 

 

間。ただし、申請

の日の属する月の

翌月以後の期間に

限る。 

４ 広域連合長は、前項に規定する居宅介護サービス費等の額等の特例の

適用又は不適用を決定したときは、速やかに、介護保険利用者負担額減

額・免除決定通知書（様式第２号）により申請者に通知するものとする

。 

５ 広域連合長は、第３項に規定する居宅介護サービス費等の額等の特例

を適用することに決定したものに対して、介護保険利用者負担額減額・

免除認定証（様式第３号）を交付するものとする。 

６ 条例第４条第２項の規定による届出は、介護保険利用者負担額減額・

免除理由消滅届（様式第４号）に介護保険利用者負担額減額・免除認定

証を添付して行うものとする。 

 （保険料に関する申告） 

第３条 条例第１３条の広域連合長が別に定める場合は、次のとおりとする。 



 ⑴ 第１号被保険者並びにその属する世帯の世帯主及び世帯員の前年中

の所得につき地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第３１７条の２第

１項の申告書（第１号被保険者並びにその属する世帯の世帯主及び世帯

員の全てが同項に規定する給与所得以外の所得又は公的年金等に係る

所得以外の所得を有しなかったものである場合には、同法第３１７条の

６第１項の給与支払報告書又は同条第４項の公的年金等支払報告書）が

提出されているとき。 

 ⑵ 第１号被保険者が保険料の賦課期日（賦課期日後に第１号被保険者の

資格を取得した場合は、当該資格を取得した日とする。以下この条にお

いて同じ。）において介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号）第

３９条第１項第１号イ（⑴に係る部分を除く。）、ロ若しくはニ、第２号

ロ、第３号ロ、第４号ロ、第５号ロ、第６号ロ、第７号ロ、第８号ロ又

は第９号ロの規定に該当し、又は賦課期日から１５日以内にこれらの規

定に該当するに至ったとき。 

 ⑶ 第 1 号被保険者の属する世帯の他の第 1 号被保険者から既に提出さ

れた条例第１３条の申告書等により保険料の額の算定に必要な事実を

認定することができるとき。 

２ 条例第１３条に規定する申告書は、介護保険料に関する申告書（様式第

５号）とする。 

 （保険料の納付方法） 

第４条 普通徴収に係る保険料の納付は、介護保険料納付書によるほか、口

座振替又はその他の方法（ゆうちょ銀行での窓口納付を除く。）によるこ

とができる。 

 （保険料の徴収猶予） 

第５条 条例第１１条第２項に規定する申請書は、介護保険料減免・徴収猶

予申請書（様式第６号）とする。 

２ 広域連合長は、前項の申請書の提出があった場合において、徴収猶予を

必要とする理由が確認できないときは、それを証明する書類の提出を求め

ることができる。 

３ 広域連合長は、第１項の申請書の提出があった場合において、徴収猶予



の承認又は不承認を決定したときは、速やかに、介護保険料徴収猶予決定通

知書（様式第７号）により申請者に通知するものとする。 

４ 条例第１１条第１項の規定により保険料の徴収猶予をした場合には、そ

の猶予した保険料に係る延滞金の額のうち、その猶予した期間に対応する

部分の金額は、免除する。 

 （保険料の減免） 

第６条 条例第１２条第２項に規定する申請書は、介護保険料減免・徴収猶

予申請書（様式第６号）とする。 

２ 第４項の表第１号、第２号及び第３号のいずれかに該当する場合の前項

の申請書の提出は、保険料の減免を必要とする理由の生じた日から６月以

内に行わなければならない。ただし、第４項の表第２号又は第３号に該当す

る場合は、保険料の賦課年度ごとに行うものとする。 

３ 広域連合長は、第１項の申請書の提出があった場合において、減免を受

けようとする理由が確認できないときは、それを証明する書類の提出を求

めることができる。 

４ 広域連合長は、第１項の申請書の提出があった場合において、次の表の

左欄に規定する各号のいずれかに該当すると認めるときは、同表の右欄に

規定する額を減免するものとする。ただし、保険料の減免を必要とする理

由の２以上に該当する場合にあっては、減免する額の最も大きいものを適

用する。 

 

保険料の減免を必要とする理由 減免する額 



１  第１号被保険者又は主

たる生計維持者（第１号被

保険者の属する世帯の生

計を主として維持する者

をいう。以下この表におい

て同じ。）が、震災、風水

害、火災その他これらに類

する災害により、住宅、家

財又はその他の財産につ

いて、次に掲げる損害を受

けたこと。 

全壊又は全

焼その他これ

らに類する損

害を受けたと

き。 

左欄に該当することとな

った日の属する月から６月

分以内に相当する月割り保

険料額の合計額（生活保護法

により認定された介護保険

料加算額又は中国残留邦人

等支援法により行われる介

護支援給付額を除く。以下こ

の表において同じ。）の全額 

半壊又は半

焼その他これ

らに類する損

害を受けたと

き。 

左欄に該当することとな

った日の属する月から６月

分以内に相当する月割り保

険料額の合計額の２分の１

の額 

２ 主たる生計維持者が死亡した場合であ

って、他の世帯員全員について地方税法の

規定による市町村民税が課されていない

場合で、次の各号のいずれかに該当するこ

と。 

 ⑴ 当該生計維持者に係る介護保険法（平

成９年法律第１２３号。以下「法」とい

う。）第７条第８項第３号の被保険者、

第５号の加入者又は第６号若しくは第

７号の被扶養者に該当するもの 

 ⑵ 当該生計維持者に係る地方税法第２

９２条第１項第７号又は第８号に該当

するもの 



３ 主たる生計維持者（市町村民税課税者に

限る。）の当該年における合計所得金額の

見込額が、次のいずれかの理由により、前

年の合計所得金額の２分の１以下又は１

３５万円以下に減少する場合であって、他

の世帯員全員について地方税法による市

町村民税が課されていない場合であるこ

と。 

⑴ 心身に重大な障害を受け、又は６月以

上の入院を必要とすること。 

⑵ 事業又は業務の休廃止、事業における

著しい損失、失業等があったこと。 

⑶ 干ばつ、冷害、凍霜害等による農作物

の不作、不漁その他これに類することが

あったこと。 

４ 保険料の減免を受けようとする者が法

第６３条による保険給付の制限を受けて

いること。 

 左欄の保険給付の制限を

受けている期間内に納期限

の到来する保険料の額の全

額 

５ 前項の規定にかかわらず、第１項の申請書の提出が前項の表第１号、第

２号及び第３号のいずれかに該当することとなった日（以下この項におい

て「減免理由該当日」という。）の翌日から起算して３１日以後にあった場

合においては、同表の右欄に規定する減免する額から、減免理由該当日の属

する月から当該申請書の提出があった日の属する月の前月までの月数分に

相当する月割り保険料額の合計額を控除して得た額を減免する額とする。  

６ 前２項の規定による減免する額に１００円未満の端数があるときは、そ

の端数金額を切り上げる。  

７ 保険料の減免は、申請の日以後に到来する納期に係る保険料額から順次

減額できる額の範囲内で減額することにより行う。ただし、申請の日以後に

到来する納期に係る保険料額から減額できない額がある場合は、その額を



申請の日前の納期に係る保険料額から減額する。  

８ 広域連合長は、保険料の減免の承認又は不承認を決定したときは、速や

かに、介護保険料減免決定通知書（様式第８号）により申請者に通知するも

のとする。  

９ 条例第１２条第３項に規定する届出は、介護保険料減免理由消滅届（様

式第９号）によるものとする。  

１０ 広域連合長は、前項の届出があったときは、速やかに、介護保険料減

免取消通知書（様式第１０号）により届出者に通知するものとする。  

 （新型コロナウイルス感染症による保険料の減免） 

第６条の２ 前条に定めるほか、新型コロナウイルス感染症の影響により収

入が減少したこと等による第 1 号被保険者に係る保険料の減免に関して、

次のとおり定める。 

２ 広域連合長は、第１項に係る減免の申請があった場合において、次の表

の左欄に規定する各号のいずれかに該当すると認めるときは、同表の右欄

に規定する額を減免するものとする。ただし、いずれの基準にも該当する

場合は、第１号を適用する。  

減免の対象となる被保険者  減免する額  

１ 新型コロナウイルス感染症に

より、その属する世帯の主たる生

計維持者が死亡し、又は重篤な傷

病を負った第１号被保険者  

全額  

２ 新型コロナウイルス感染症の

影響により、主たる生計維持者の

事業収入、不動産収入、山林収入

又は給与収入（以下「事業収入等」

という。）の減少が見込まれ、次

の⑴及び⑵に該当する第１号被

保険者  

⑴  事業収入等のいずれかの減

対象保険料額（当該第１号被保険者

の保険料額に、第１号被保険者の属

する世帯の主たる生計維持者の前

年の合計所得金額に対する減少す

ることが見込まれる事業収入等に

係る前年の所得額の割合を乗じた

もの）に減免割合（前年の合計所得

金額が２１０万円以下のときは１



少額（保険金、損害賠償等によ

り補てんされるべき金額を控

除した額）が前年の当該事業収

入等の額の１０分の３以上  

⑵  その属する主たる生計維持

者の合計所得金額のうち、減少

することが見込まれる事業収

入等に係る所得以外の前年の

所得の合計額が４００万円以

下  

０分の１０、２１０万円を超えると

きは１０分の８。ただし、事業等の

廃止や失業の場合には、前年の合計

所得金額にかかわらず１０分の１

０）を乗じた額  

３ 減免対象期間中に既に徴収した保険料がある場合について、徴収前に減

免の申請ができなかったやむを得ない理由があると認められる場合には、

遡って減免を行う。  

４ 前条第１項、第３項及び第６項から第１０項までの規定は、前３項の規

定による新型コロナウイルス感染症による保険料の減免について準用する。 

 （利用者負担の減免）  

第７条 条例第１４条第１項第１号の規則で定める基準は、条例第５条第１

項第１号、第２号又は第３号に該当する者で、賦課年度の前年の世帯員全

員の収入金額が、１人世帯は９８万円（２人以上の世帯については２人目

から１人当たり３２万円を９８万円に加算した金額）以下であり、かつ、

世帯員全員の預貯金額の合計が３５０万円（２人以上の世帯については２

人目から１人当たり１００万円を３５０万円に加算した金額）以下である

こととする。  

２ 条例第１４条第１項第２号の規則で定める被扶養者は、市町村民税が課

されている扶養者に扶養されているもので、次に掲げるものをいう。  

⑴ 法第７条第８項第３号の被保険者、第５号の加入者又は第６号若しく

は第７号の被扶養者に該当するもの 

⑵ 地方税法第２９２条第１項第７号又は第８号に該当するもの 

３ 条例第１４条第２項に規定する申請書は、介護保険利用者負担額減免申

請書（様式第１１号）とする。  



４ 前項の申請書の提出は、各年度の６月１日から３月３１日までに行わな

ければならない。  

５ 広域連合長は、条例第１４条第１項の規定に該当することにより、第３

項の申請書の提出があった場合において、次の表の左欄に規定する各号の

いずれかに該当すると認めるときは、介護給付等に係る負担すべき費用に

、同表の右欄に規定する利用者負担の減免割合を乗じて得た額を減免する

ものとする。  

利用者負担の減免の区分  利用者負担の減免割合  

１ 条例第５条第１項第１号に該当す

る者  

４分の３  

２ 条例第５条第１項第２号に該当す

る者  

２分の１  

３ 条例第５条第１項第３号に該当す

る者  

２分の１  

６ 前項に規定する負担すべき費用は、１月を単位とし、次に掲げる額を除

き算出するものとする。  

 ⑴ 法第５１条第１項に規定する高額介護サービス費として支給される

額 

  ⑵ 法第６１条第１項に規定する高額介護予防サービス費として支給さ

れる額 

  ⑶ 介護給付費及び公費負担医療等に関する費用の請求に関する省令（平

成１２年厚生省令第２０号）第１条第２項に規定する公費負担医療等に

より給付される額 

  ⑷ 低所得者に対する介護保険サービスに係る利用者負担額の軽減制度

の実施について（平成１２年５月１日老発第４７４号厚生省老人保健福

祉局長通知）により行われる社会福祉法人等による生活困難者に対する

介護保険サービスに係る利用者負担額軽減制度により給付される額 

  ⑸ 社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第２条第３項第１０号に規定

する事業により給付される額  

７ 前２項の規定により減免する額に円未満の端数があるときは、その端数



金額を切り捨てる。  

８ 第５項に規定する利用者負担の減免は、第４項の規定による申請書の提

出があった日の属する年度の４月１日から３月３１日までに、月を単位と

して、広域連合長が介護給付等について支給決定したもの及び国民健康保

険団体連合会が介護給付等について審査したものについて適用するもの

とする。  

９ 前項の規定にかかわらず、被保険者証に次の各号のいずれかの記載があ

る場合において、記載された給付制限の開始日の属する月から当該給付制

限の終了日の属する月までの介護給付等については、利用者負担の減免を

適用しないものとする。  

 ⑴ 法第６６条第１項に規定する支払方法変更の記載 

  ⑵ 法第６９条第１項に規定する給付額減額等の記載 

１０ 広域連合長は、利用者負担の減免の承認又は不承認を決定したときは

、速やかに介護保険利用者負担額減免決定通知書（様式第１２号）により

申請者に通知するものとする。 

１１ 広域連合長は、利用者負担の減免額の支給を決定したときは、速やか

に介護保 険利用者負担額減免支給決定及び支払通知書（様式第１３号）

により申請者に通知するものとする。 

１２ 条例第１４条第３項に規定する届出は、介護保険利用者負担額減免理

由消滅届（様式第１４号）により行うものとする。 

１３ 広域連合長は、前項の届出があったときは、速やかに、介護保険利用

者負担額減免取消通知書（様式第１５号）により届出書に通知するものと

する。 

（徴収職員） 

第８条 広域連合長は、介護保険料等の滞納処分に関する事務を行う職員（

以下「徴収職員」という。）を任命するものとする。 

２ 徴収職員は、前項の事務を行う場合においては、知多北部広域連合介護

保険料等徴収職員証（様式第１６号）を携帯し、関係人の請求があったと

きは、これを提示しなければならない。 

   附 則  



 この規則は、平成１２年４月１日から施行する。  

   附 則（平成１２年規則第１０号）  

 この規則は、公布の日から施行し、改正後の知多北部広域連合介護保険条

例施行規則の規定は、平成１２年８月１日から適用する。  

   附 則（平成１５年規則第１号）  

 この規則は、平成１５年４月１日から施行する。  

   附 則（平成１７年規則第２号）  

 この規則は、平成１７年４月１日から施行する。  

   附 則（平成１８年規則第３号）  

１ この規則は、平成１８年４月１日から施行する。  

２ 改正後の知多北部広域連合介護保険条例施行規則第７条の規定は、平成

１８年度分の保険料から適用し、平成１７年度分までの保険料については、

なお従前の例による。  

   附 則（平成１８年規則第７号）  

 この規則は、公布の日から施行する。  

   附 則（平成２０年規則第３号）  

 この規則は、公布の日から施行する。  

   附 則（平成２７年規則第１号）  

 この規則は、平成２７年４月１日から施行する。  

   附 則（平成２７年規則第６号）  

 この規則は、平成２８年１月１日から施行する。  

附 則（平成２８年規則第３号）  

この規則は、平成２８年４月１日から施行する。  

 附 則（平成２８年規則第５号）  

この規則は、平成２８年８月１日から施行する。  

 附 則（平成３０年規則第１号）  

この規則は、公布の日から施行する。  

 附 則（平成３０年規則第３号）  

 この規則は、公布の日から施行する。  

 附 則（平成３０年規則第１０号）  



 この規則は、平成３０年１１月１日から施行する。  

附 則（令和２年規則第５号）  

１ この規則は、公布の日から施行する。  

２ 減免の対象となる第１号被保険者に係る保険料は、令和元年度及び令和

２年度分の保険料であって、令和２年２月１日から令和３年３月３１日ま

での間に普通徴収の納期限（特別徴収の場合にあっては特別徴収対象年金

給付の支払日）が設定されているものとする。ただし、資格取得から１４

日以内に加入手続きが行われなかったため、令和２年１月以前分の保険料

の納期限が令和２年２月１日以降に設定されている場合については、令和

２年２月分以降の保険料とする。  

附 則（令和３年規則第１号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ 改正後の知多北部広域連合介護保険条例施行規則の規定は、令和３年度

分の介護保険料の減免から適用し、令和２年度以前の年度分の保険料の減

免については、なお従前の例による。 

附 則（令和３年規則第９号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ 改正後の第６条の２第２項の規定は、令和３年度分の保険料（令和４年

３月３１日までに納期限が到来するものに限る。）及び令和２年度分の保

険料であって令和２年度末に資格取得したことにより令和３年４月以降

に納期限が到来するものに適用し、令和２年度分の保険料（令和２年度末

に資格取得したことにより、令和３年４月以降に普通徴収の納期限が到来

するものを除く。）及び合計所得金額の区分は、なお従前の例による。 

 


